
◎食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律の一部を改正す

る法律 
（平成一九年六月一三日法律第八三号）   

一、提案理由（平成一九年五月一五日・衆議院環境委員会） 

○若林国務大臣 食品循環資源の再生利用等の促進に関する法律の一部を改正する法律

案につきまして、その提案の理由及び主要な内容を御説明申し上げます。 

 現行法が施行されてから五年が経過し、食品関連事業者全体の食品循環資源の再生利

用等の実施率は着実に向上しており、一定の成果が認められるところであります。 

 しかしながら、これは特定の事業場から食品廃棄物等が多量に発生する食品製造業等

の一部の事業者の取り組みが全体の実施率の向上に大きく寄与した結果であり、食品流

通の川下に位置する食品小売業及び外食産業においては、食品廃棄物等が尐量かつ分散

して発生すること等から、取り組みがおくれているところでございます。 

 このような状況を踏まえ、食品循環資源の再生利用等を一層促進するため、食品関連

事業者、特に食品流通の川下に位置する事業者に対する指導監督の強化と取り組みの円

滑化措置を講ずることとし、この法律案を提出した次第であります。 

 次に、この法律案の主要な内容につきまして御説明申し上げます。 

 第一に、食品廃棄物等を多量に発生させる食品関連事業者に、食品循環資源の再生利

用等の状況等に関し定期の報告を義務づけることとしております。また、フランチャイ

ズチェーン事業を展開する食品関連事業者であって、一定の要件を満たすものについて

は、加盟者の食品廃棄物等の発生量を含めて定期の報告を求め、一体として勧告等の対

象とすることとしております。 

 第二に、食品循環資源を原材料とする肥飼料を利用して生産される農畜水産物等の食

品関連事業者による利用の確保を通じて、食品産業と農林水産業の一層の連携が図られ

る場合には、食品循環資源の収集または運搬について一般廃棄物に係る廃棄物処理法の

許可を不要とすることとしております。 

 第三に、食品循環資源の有効な利用の確保に資する行為として、再生利用が困難な場

合に熱回収を位置づけるほか、基本方針の策定等に際して意見を聞く審議会に中央環境

審議会を加える等の措置を講ずることとしております。 

 以上が、この法律案の提案の理由及び主要な内容であります。 

 何とぞ、慎重に御審議の上、速やかに御可決いただきますようお願い申し上げます。 

二、衆議院環境委員長報告（平成一九年五月二四日） 

○西野あきら君 ただいま議題となりました法律案につきまして、環境委員会における

審査の経過及び結果を御報告申し上げます。 

 本案は、食品循環資源の再生利用等を促進するため、食品廃棄物等を多量に発生させ

る食品関連事業者に食品廃棄物等の発生量等に関し定期の報告を義務づけるとともに、

再生利用事業計画に位置づけられた食品循環資源の収集または運搬を行う者について一



般廃棄物に係る廃棄物処理法の許可を不要とするなど所要の措置を講じようとするもの

であります。 

 本案は、今月十一日本委員会に付託され、十五日に若林環境大臣から提案理由の説明

を聴取し、十八日には参考人から意見を聴取した後、政府に対し質疑を行いました。二

十二日に質疑を終局し、直ちに採決いたしましたところ、本案は全会一致をもって原案

のとおり可決すべきものと決した次第であります。 

 なお、本案に対し附帯決議が付されましたことを申し添えます。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一九年五月二二日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずべきである。 

一 食品廃棄物等の発生抑制は、循環型社会を形成する上で極めて重要であることにか

んがみ、売れ残り等の食品残さを削減するため、発生抑制のみで達成すべき目標を設定

するなど、食品関連事業者等の取組をさらに促進する方策を講ずること。 

二 食品循環資源の再生利用を促進するため、リサイクルコストの低減、食品循環資源

を原材料とする肥飼料等の安全性を含む品質の確保・向上を図るとともに、その肥飼料

を利用して生産された農畜水産物の食品関連事業者等による着実な引取や利用を確保さ

せる措置を講ずること。 

三 食品循環資源のリサイクル・ループの構築を飛躍的に推進するため、肥飼料に関す

る農林漁業者等のニーズを的確に把握し、再生利用に関する技術開発の動向、関係主体

間の連携体制等について広く情報を収集・蓄積して公開するとともに、各主体間の連携

を推進するコーディネーター等の人材の育成について施策を講ずること。 

四 家庭から排出される食品廃棄物等の有効利用が不十分である状況にかんがみ、一般

廃棄物に該当する食品循環資源の市町村による再生利用を促進するため、施設整備等へ

の財政的支援も含めた市町村の取組を促す措置を講ずること。また、家庭から排出され

る食品廃棄物等の発生抑制及び再生利用を推進するため、食べ残しの削減やごみの分別

の徹底など国民の理解と取組を促進するよう普及・啓発等により一層努めるとともに、

生ごみを粉砕処理するディスポーザーの利用に伴う諸課題について、多角的な検討・評

価を行うこと。 

五 事業系一般廃棄物についても、再生利用を促進する仕組となるよう、市町村の取組

を促す措置を講ずること。 

六 熱回収については、食品循環資源の再生利用が困難な場合等に限ることを原則とし

て安易な実施を抑制し、再生利用を行う事業者の取組や再生利用事業への今後の投資を

阻害することとならないよう、再生利用等について優先順位を明確にする等適切な実施

基準を策定すること。 

七 バイオエタノールへの利活用等食品循環資源の柔軟で合理的な再生利用等を促進す

るため、再生利用手法等の調査・研究・開発を主体的かつ積極的に推進し、その多様化



を図ることにより、食品循環資源の再生利用率の大幅引き上げを早期に実現すること。 

八 食品循環資源の再生利用等の促進に当たっては、バイオマス利活用推進施策及び食

育推進施策等の関連施策と密接に連携し、重層的かつ一体的な展開を図ること。 

三、参議院環境委員長報告（平成一九年六月六日） 

○大石正光君 ただいま議題となりました法律案につきまして、環境委員会における審

査の経過と結果を御報告申し上げます。 

 本法律案は、食品循環資源の再生利用等を促進するため、食品廃棄物等を多量に発生

させる食品関連事業者に食品廃棄物等の発生量等に関し定期の報告を義務付けるととも

に、再生利用事業計画に位置付けられた食品循環資源の収集又は運搬を行う者について、

一般廃棄物に係る廃棄物処理法の許可を不要とする等、所要の措置を講じようとするも

のであります。 

 委員会におきましては、新たな再生利用等実施率目標の在り方、熱回収を再生利用等

の手法とすることへの懸念、家庭からの生ごみ対策の在り方、再生利用事業計画認定制

度普及のための方策等について質疑が行われたほか、参考人からの意見聴取を行いまし

たが、その詳細は会議録によって御承知願います。 

 質疑を終了し、採決の結果、本法律案は全会一致をもって原案どおり可決すべきもの

と決定いたしました。 

 なお、本法律案に対し附帯決議が付されております。 

 以上、御報告申し上げます。 

○附帯決議（平成一九年六月五日） 

 政府は、本法の施行に当たり、次の事項について適切な措置を講ずべきである。 

一、循環型社会構築の観点から、食品廃棄物等の発生抑制により環境への負荷を低減す

ることが極めて重要であることにかんがみ、発生抑制の必要性を食品関連事業者に広く

周知するとともに、発生抑制のみで達成すべき目標の設定など必要な措置を講ずること。 

二、新たに再生利用等の手法として認められる熱回収については、これが安易に行われ

ることにより熱回収より上位の取組である再生利用の取組が抑制されないよう、再生利

用等についての優先順位の下、その要件を厳格にすること。 

三、食品循環資源の再生利用等実施率目標の達成が図られるよう、食品関連事業者に対

する指導・助言、食品廃棄物等多量発生事業者に対する勧告・公表等を適切に行うこと。

なお、フランチャイズチェーン事業者も含め、食品廃棄物等多量発生事業者に該当する

食品関連事業者の適切な把握に努めること。 

四、食品関連事業者ごとの取組の格差が見られることから、食品関連事業者の優良な取

組を評価し、国民や食品関連事業者に情報提供する制度を設けるなど、食品関連事業者

の自主的取組を促す施策を積極的に講ずること。 

五、再生利用事業計画の認定制度普及のため、再生利用に関する技術開発状況、取組事

例など、各主体を結びつけるために必要な情報の提供等に努めること。また、食品廃棄



物等の不適正処理の防止を図るとともに、特定肥飼料等及び特定農畜水産物等の利用を

促進するため、安全性を含む品質の確保・向上などに万全の対策を講ずること。 

六、中小・零細規模の食品関連事業者による食品循環資源の再生利用等を促進するため

には、食品関連事業者が共同して再生利用等を行うことが効率的であることから、こう

した取組の促進に向けて、必要な支援策を積極的に講ずること。 

七、現行制度で認められている再生利用手法のみでは、再生利用率の向上には限界があ

るため、再生利用手法等の調査・研究・開発を積極的に推進し、食品関連事業者の負担

のより尐ない手法を導入することにより再生利用率の向上を図ること。また、地球温暖

化対策の観点からもバイオエタノールの利活用など、再生利用手法の多様化を積極的に

推進すること。 

八、一般家庭からは、食品関連事業者から発生する食品廃棄物等とほぼ同量の生ごみが

発生していることから、食べ残しの削減など、発生抑制の必要性について学校教育を含

め普及啓発を行うとともに、地方公共団体と連携して、分別の徹底や再生利用の促進が

行われるよう必要な措置を積極的に講ずること。 

  右決議する。 


